私は議題となっております議案のうち
議第9号　平成２１年度袋井市一般会計予算について
議第１４号　平成２１年度袋井市介護保険特別会計予算について

議第１９号　平成２１年度袋井市水道事業会計予算について

議第３５号　袋井市介護保険条例の一部改正について

の４議案に反対の立場から討論に参加いたします。

まず、議第9号平成２１年度袋井市一般会計予算について、主だった反対理由を申し述べます。

私は、市長が施政方針で「三つのキーワード」と「１１の重点テーマ」すなわち「子育て応援体制の充実」「暮らしの安心の確保」「地球への思いやりの向上」「市民防災力と災害即応力の向上」「治水対策の推進」「農を活かした新たなまちづくり」「緊急経済対策による地域産業の振興」「地域産業イノベーションの推進」「健康的な生活習慣の定着・促進」「市民参加の促進」「地域活動の拠点づくり」を掲げられ、予算編成されたとのことで大いに期待していました。

近年地方自治体の財政をめぐる状況は、夕張市に象徴されるような財政破綻など大変厳しいものです。
　市民の生活の状況も、収入が減少する、物価が原油や穀物の急騰に伴いあがってきている、定率減税の廃止や控除の減少で負担が増えてくる、こうしたなかで苦しくなってきています。

天候異変が続くなど地球温暖化を防ぐ取り組みも地方自治体として大きな課題となってきています。

また、昨年秋以降の経済・社会をめぐる状況は、経験したことの無いものとなっています。
こうしたなかで、地方自治体の行政運営も、開発土建型から、福祉や暮らし、環境、が優先される方向への転換が求められています。

そうした観点から本予算を見たとき、それへの対応は実に不十分で、私の期待を裏切るものです。
いくつかの問題を見てみたいと思います。
子育て支援についてです。３款２項１目児童福祉事業費で約３０００万円、３款２項１目乳幼児医療費助成で約３０００万円、３款２項２目保育所管理運営費で約６０００万円、それぞれ昨年より増額となり一定の改善が図られていることは評価できます。しかし、待機児童が６０人を超え、さらに潜在的待機者も多く、これまでの遅れを取り戻す、待機者を０にするという決意や施策ではありません。「若いまち」を自負する袋井市にふさわしい抜本的な改善が求められるものです。
雇用をめぐる問題はご承知のとおり、昨年末の大企業による派遣切りは大きな社会問題となりましたが、事態は改善するどころか、この年度末の失業者は、厚生労働省の発表で１２万５千人、製造業界の集計では４０万人とさえ言われ、正社員の解雇にまで及んでいます。５款１項１目労政費は勤労者の住宅建設利子補給が多くなりわずかに増えていますが、わずか3400万円です。雇用問題への市の取り組みは不十分なものです。
環境の取り組みは、全地球的取り組みとなり、世界各国で環境をキーワードに経済の建て直しが言われています。４款１項８目環境衛生費は、新エネルギー機器導入促進奨励金の増額はありますが、全体として１３００万円程度減額となっています。実績にあわせるというのではなく、政策的・指導的な対応、対策が求められます。
環境基本計画においても市域全体の温室効果ガス排出量を２０１８年には９６万５８００トンを目標にしています。しかし、これは１９９０年に比べ３６．３%も増やすというものです。京都議定書は、２０１２年までの「第１約束期間」に少なくとも１９９０年比５%の削減を義務付け、日本の約束は６%減らすということです。ヨーロッパをはじめ多くの国々で１９９９０年水準を下回っているのです。少し改善されればいい、抑えられればいいというものではありません。ヨーロッパでも野心的目標を掲げ、そのための対策の中で実現しているのです。市の目標は３６%も増やすという異常な数値ではありませんか。
　次に、農地・農業を守ることも重要な課題です。しかし、６款１項３目農業振興費は昨年よりも減額となっているのです。基幹産業と位置づけ、食糧生産の必要性を訴えられ、また「農を活かした新たなまちづくり」を提唱されながら、実際には市民農園整備事業補助金１４０万円が目立ったものだけです。

　所得補償・価格保障を含む対策で、メロン・お茶・お米など主要生産物を中心に農業振興と生活できる支援をすべきです。

　その一方で、急がなくてもよいもの不要なものなど土建型公共事業を抑えることが不十分です。

　いま「開発」という言葉が「死語」に、「開発を進める」と言うことが「禁句」になっている自治体が多くあります。ところが袋井では、開発はいまだ主要な言葉となり、それいけドンドン的に開発せよという意見もあり、市でも国本開発に全力を挙げるなどとしています。

８款４項１目では国本地区整備推進費に５００万円が計上されています。国の農地をつぶしての商業施設を認めないなどの国土開発の方向は、これまでの全国の経験などから明確にされたもので、そのハードルは高いものではなく超えられないものです。市民の支持も無く、周辺商店への影響も大きく、優良農地をつぶす国本開発はキッパリ中止すべきです。
雇用と自治体財政を確保しようとする工場誘致に、大きな効果が無いことをこれまでも指摘してきましたが、昨年末来の景気悪化はそのことをはっきりと示しました。７款１項３目工業振興費の調査委託料（小笠山山麓開発調査）６００万円も見直すべきです。同７款１項３目工業振興費の産業立地事業費補助金も進出企業への異常な優遇措置であり認められません。

　このように全体として、開発土建型優先から、くらしや福祉、雇用、環境優先に大きく転換すべきであるにもかかわらず、またそうした方向を施政方針でのべているにもかかわらず、予算はそうなっていません。
　最後に、２款１項６目、掛川市・袋井市新病院建設協議会負担金２０００万円は、明確な組織もない、支出先も不明朗なものであることも指摘しておかなければなりません。

次に、議第１４号平成２１年度袋井市介護保険特別会計予算について及び議第３５号袋井市介護保険条例の一部改正について反対理由を述べます。

　今予算・条例改正は介護保険料の大幅引上げが盛り込まれていることです。

基準額で昨年より月額７００円約１９%も引き上げられるのです。平成１２年に導入されたこの制度は、３年毎の保険料改定で、第１期２７００円（浅羽は２６３３円）、第２期２８３０円、第３期３７００円、そして今回の第４期は４４００円と引きあがってきました。
導入当時３０００円が超えるか超えないのかが、お年寄りの負担の限界との関連で論議されたこともありました。その金額ははるかに越え、当時より６～７割も増えているのです。逆にこの間の高齢者の所得は増えるどころか減少しているのです。これでは高齢者の負担は大変です。
また、特養への入所希望者は多く、サービスが受けられない状況です。保険料を払ってもサービスが受けられないのでは保険の意味はありません。

この制度はサービスを増やす、高齢者が増えると即保険料に跳ね返るという大きな問題が当初より指摘されていましたが、はっきりその欠陥が現れています。ドンドン際限なく保険料は上がっていきます。
国でさえ、介護報酬引上げ分を第１被保険者に負担してもらうわけには行かないと今回基金をつくって対応したのです。国自ら『一般財源による保険料減免分の補填は適切ではない』という原則を堅持することができないことを認めたものです。
その欠陥を改め、制度の抜本的改善を求めようではありませんか。

高齢者への負担をいっそう重くする大幅な保険料の引上げを含む条例・特別会計予算には賛成できません。
つぎに、議第１９号平成２１年度袋井市水道事業会計予算について賛成できない理由を申し述べます。
今予算は単年度収支で７８００万円の赤字予算となっています。前年度と比べると赤字になる理由は主に二つです。

　一つは簡易水道の統合によるものです。簡易水道はもともと維持管理にかかる経費は水道料でまかなってこれましたが、施設整備の費用である借入金返済は多くを一般会計からの繰り入れに頼っていました。
今回、施設を上水道で使用するのでその借金返済も水道事業会計でやるべきとのことで返済金２１８０万円及び利子１６７４万円、計３８５４万円がそのため支出されます。
　市の政策として一般会計からの繰り入れを前提に施設整備したもので、当然、一般会計から水道事業会計に繰り入れるべきものです。

　二つ目は、受水費の増加です。これは太田川ダムからの受水によるものです。遠州水道からの受水費が約１億１千万円増えています。

遠州水道からの受水は一日平均２３４５０トンを予定していますが、契約水量は３２５００トンであり、実に９０５０トン分は使用しない（買わない）水の契約金です。いわゆる「から料金」です。その額は約１億９００万円です。
遠州水道からの受水契約水量には大きな問題があります。
　上水道需給計画からもまったくムダな水量が契約されているからです。すなわち需要にあわせ契約されず、９０００トンの余分が契約されているからです。２１年度は太田川ダム分の二分の一の基本料金ということで４５００トン、５４２０万円が無駄な契約による支出となっています。

これも市の政策上の問題であり水道会計での処理に任せるべきでなく、一般会計から繰り入れる必要があります。
袋井市は、もともと水道事業への一般会計からの繰り入れが極めて少ないのです。たとえば平成１８年度決算で見ると、袋井市は約１５００万円ですが、掛川市では約５５００万円、磐田市では約１億２８００万円となっています。
　以上の簡易水道の統合、太田川ダムからの受水による赤字は、政策的問題であり、一般会計からの繰り入れる性格のものです。よってこの予算には賛成できません。

報第１号専決処分の承認を求めることについて、承認すべきでない立場で討論します。

　まず、はっきりしておきたいのは、この専決処分された内容であります平成２０年度袋井市一般会計補正予算（第７号）すなわち中小企業の借入金に対する保証料助成に反対ということではないことです。

ではなぜ承認すべきないのかというと、本専決処分は、専決処分しなければならない理由がないこと、してはいけないことだからです。
専決処分は、議会の権限を市長が代わって行使するものであり、われわれ議会人からすれば、審査権･議決権という権限が取り上げられることです。したがって、専決処分は、ごく限定的に認められるものです。
地方自治法第１７９条は、専決処分できる場合を四つに定めています。①議会が成立しないとき②定足数の例外による開会を定めた法１１３条但し書きの場合においてもなお会議が開くことができなかったとき③市長が議会を召集する時間的猶予がないと認めるとき④議会が議決すべき事件を議決しないとき　に限られています。

今回は「議会を開く暇が無かった」とのことですが、この場合でも客観性が無ければなりません。
これまでもよく専決処分されることがありましたが、そのほとんどが年度初め４月１日から権利や義務を生じる案件であり、その法律が三月後半に国会で決まるというような場合です。

今専決処分は１月２７日にされていますが、１月２７日に決めなければならない何の客観的理由もありません。２月にはいってから臨時議会を開いて補正予算を可決したところはいくらもあります。特に、住民からすれば、予算成立の日によって利益を受けるというのではなく、昨年１０月３１日にさかのぼって適用されるものだったのです。
もちろん、内容から急ぐべきことです。急ぐ必要があるなら、急いで議会を開くことが肝要だったのです。招集権は市長にあるのですから開くことは十分可能です。

専決処分された中身でなく、専決処分という手続きをされたことに問題があります。

予算にかかわること、額が５０００万円にものぼること、基金を取り崩しすなわち市のお金を使い、保証料を助成するという政策的なものであることなど、当然議会にかけるきわめて重要なものです。議会運営委員会の承諾を得ればいいというものではありません。
このように「急ぐ」ということで専決処分されるならば、議決無く予算を補正でき政策を実行できるようになります。これでは議会の役割りは果たせなくなります。
この論点については後に賛成討論される地方自治に見識豊かな久野議員も同じだと思います。

専決処分は不承認となっても、専決処分の効力、補正予算の効力に影響はないことを申し上げ、みなさんの賛同を求め、専決処分の承認をすべきでない討論といたします。
